
【様式第1号】

（単位：千円）
科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 7,544,663   固定負債 2,252,511
    有形固定資産 6,544,663     地方債 2,252,511
      事業用資産 6,530,796     長期未払金 -
        土地 237,721     退職手当引当金 -
        立木竹 -     損失補償等引当金 -
        建物 7,685,378     その他 -
        建物減価償却累計額 -1,392,303   流動負債 275,776
        工作物 -     １年内償還予定地方債 266,354
        工作物減価償却累計額 -     未払金 -
        船舶 -     未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -     前受金 -
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 8,388
        航空機 -     預り金 1,034
        航空機減価償却累計額 -     その他 -
        その他 - 負債合計 2,528,287
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 7,687,663
      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,444,997
        土地 -
        建物 -
        建物減価償却累計額 -
        工作物 -
        工作物減価償却累計額 -
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 -
      物品 75,429
      物品減価償却累計額 -61,562
    無形固定資産 -
      ソフトウェア -
      その他 -
    投資その他の資産 1,000,000
      投資及び出資金 -
        有価証券 -
        出資金 -
        その他 -
      投資損失引当金 -
      長期延滞債権 -
      長期貸付金 -
      基金 1,000,000
        減債基金 -
        その他 1,000,000
      その他 -
      徴収不能引当金 -
  流動資産 226,290
    現金預金 83,290
    未収金 -
    短期貸付金 -
    基金 143,000
      財政調整基金 143,000
      減債基金 -
    棚卸資産 -
    その他 -
    徴収不能引当金 - 純資産合計 5,242,666
資産合計 7,770,953 負債及び純資産合計 7,770,953
注記
①有形固定資産等の評価基準及び評価方法
・開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としています。

②有形固定資産の減価償却の方法
・定額法を採用しています。

③物品の計上基準
・物品については、取得価額が50万円以上の場合に資産として計上しています。

④引当金の計上基準及び算定方法
・賞与引当金
　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

※追加情報
①対象範囲（対象とする会計名）
一般会計、地域振興事業会計（特別会計）

③各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）

②地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理期間（平成30年４月１日
～５月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。



【様式第2号】

（単位：千円）

※各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

    その他 -

純行政コスト 748,949

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 748,949

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 489,851

    使用料及び手数料 240,950

    その他 248,902

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 -

        その他 958

    移転費用 101,859

      補助金等 101,859

      その他の業務費用 16,584

        支払利息 15,627

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 1,885

        減価償却費 382,201

        その他 -

        その他 221

      物件費等 1,016,886

        物件費 632,800

        職員給与費 94,863

        賞与等引当金繰入額 8,388

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 1,238,800

    業務費用 1,136,942

      人件費 103,471

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 5,388,542 8,040,163 -2,651,622

  純行政コスト（△） -748,949 -748,949

  財源 603,073 603,073

    税収等 602,215 602,215

    国県等補助金 858 858

  本年度差額 -145,876 -145,876

  固定資産等の変動（内部変動） -352,501 352,501

    有形固定資産等の増加 700 -700

    有形固定資産等の減少 -382,201 382,201

    貸付金・基金等の増加 29,000 -29,000

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -145,876 -352,501 206,625

本年度末純資産残高 5,242,666 7,687,663 -2,444,997

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
① 固定資産等形成分
・固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

② 余剰分（不足分）
・純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

※各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

（単位：千円）

【業務活動収支】　行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの
【投資活動収支】　学校、公園、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など
【財務活動収支】　地方債、借入金などの収入、支出など

①資金収支計算書における資金の範囲
・地方自治法第235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）
　業務活動収支（支払利息支出を除く）　250,725千円
　投資活動収支　　　　　　　　　　　 △29,700千円
　基礎的財政収支　　　　　　　　　　　221,025千円

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　資金収支計算書の業務活動収支(a)　　 235,098千円（　235,098,047円）
　純資産変動計算書の本年度差額(b)　 △145,876千円（△145,875,931円）
　差額(c)(=a-b)　※下記内訳　　　　　 380,974千円（　380,973,978円）
　・減価償却費　　　　　　　　　　  　382,201千円（　382,200,587円）
　・賞与引当金の増減額   　　 　　　　△1,227千円（　△1,226,609円）
　・固定資産除売却損益　　　　　　　　　  △0千円（　　　　　△0円）

④一時借入金の状況
・資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
・一時借入金の借り入れはありません。なお、一時借入金の限度額は15,000千円です。

※各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

前年度末歳計外現金残高 659
本年度歳計外現金増減額 375
本年度末歳計外現金残高 1,034
本年度末現金預金残高 83,290

    その他の収入 -
財務活動収支 -194,957
本年度資金収支額 10,441
前年度末資金残高 71,816
本年度末資金残高 82,256

  財務活動支出 194,957
    地方債償還支出 194,957
    その他の支出 -
  財務活動収入 -
    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -
    資産売却収入 -
    その他の収入 -
投資活動収支 -29,700
【財務活動収支】

    貸付金支出 -
    その他の支出 -
  投資活動収入 -
    国県等補助金収入 -
    基金取崩収入 -

【投資活動収支】

  投資活動支出 29,700
    公共施設等整備費支出 700
    基金積立金支出 29,000
    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -
    災害復旧事業費支出 -
    その他の支出 -
  臨時収入 -858
業務活動収支 235,098

  業務収入 1,093,782
    税収等収入 602,215
    国県等補助金収入 1,716
    使用料及び手数料収入 240,950
    その他の収入 248,902

    移転費用支出 101,859
      補助金等支出 101,859
      社会保障給付支出 -
      他会計への繰出支出 -
      その他の支出 -

    業務費用支出 755,968
      人件費支出 104,698
      物件費等支出 635,643
      支払利息支出 15,627
      その他の支出 -

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 857,826


